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国立大学医学部長会議常置委員会からの要望書 

 

自由民主党総裁   麻生 太郎  殿 

自由民主党幹事長     細田 博之  殿 

自由民主党政務調査会長  保利 耕輔  殿 

 

民主党代表   鳩山 由紀夫 殿 

民主党幹事長    岡田 克也  殿 

民主党政策調査会長  直嶋 正行  殿 

 

公明党代表    太田 昭宏  殿  

公明党幹事長   北側 一雄  殿 

公明党政務調査会長  山口 那津男 殿 

 

国立大学医学部長会議常置委員会       

委員長  安田 和則（北海道大学） 

副委員長 馬場 忠雄（滋賀医科大学） 

顧問   前川 剛志（山口大学） 

常任幹事 清水 孝雄（東京大学） 

常任幹事 大野 喜久郎（東京医科歯科大学） 

常任幹事 中谷 晴昭（（千葉大学） 

委員   嘉山 孝正（山形大学） 

委員   内山 聖 （新潟大学） 

委員   宮脇 利男（富山大学） 

委員   玉置 俊晃（徳島大学） 

委員   松山 俊文（長崎大学） 

委員   寺尾 俊彦（浜松医科大学） 

委員   原田 信志（熊本大学） 

 

国立大学医学部長会議は昭和 29 年に設立され、我が国における医学の教育、研究等

に係る諸問題及び関連する重要事項について協議し、政府に対して提言を行ってきまし

た。特に近年、厚生労働省が制定した新卒後臨床研修制度の施行を直接的引き金として

始まった医療崩壊という国家的大問題に対して、国立大学医学部長会議は平成 20年 5

月の国立大学医学部長会議総会「医師数削減を決めた閣議決定の見直し」決議、平成

21 年３月の「医学部学生定員増と医学教育環境の抜本的改善に関する国立大学医学部

長会議常置委員会からの要望書」、平成 21年６月の「財政制度等審議会の答申に関する
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国立大学医学部長会議常置委員会からの要望書」などの提言を政府に対して行ってきま

した。その骨子は、人口当たりの医師数を国際水準に引き上げるために国立大学医学部

入学定員を大幅に増員し、同時に医学教育の質を維持するために学部定員増に見合った

医学部教職員数を国際水準まで増員し、また教育施設の整備および教育経費の措置を行

なうことでありました。しかし昨年および今年の政府の施策を見ると、医学部入学者定

員増のみが行われる中で教育の質の維持への措置はなされず、地域枠の導入はむしろ問

題を複雑化させております。政府は国立大学医学部長会議の提言の本質を理解していな

いと言わざるをえません。一方、現在、国政選挙に向けて各政党からマニフェストが発

表されています。しかしいずれのマニフェストにおいても教育の質を維持するための措

置を明記したものはなく（資料１）、ここでも国立大学医学部長会議が行ってきた提言

の本質が正しく理解されていないと言わざるをえません。このまま教育の質維持への措

置がなされることなく医学部入学者定員増のみが行われることになれば、日本の高い医

療レベルを支えてきた質の高い医学教育は一気に瓦解し、本邦の医療崩壊はさらに進む

ことになります。この状況を国立大学医学部長会議は座視していることはできません。

ここに医学部長会議は各政党に対して提言を行い、その理解と実施を要望いたします。 

 

１）現在、本邦の人口 1，000 人当たりの医師数は、OECD 加盟 30 か国中 26 位の低水準

にあり（資料２、３）、この人口当たりの医師数を国際水準まで引き上げるべきであ

る。そのためには国立大学医学部入学定員を計画的に増員する必要がある。この医学

部学生定員の増員に関しては、医学部における医学生の教育の質を維持することが絶

対的必要条件である。それには学生当たりの医学部教職員数を国際水準まで増員し、

また定員増に見合った教育施設の整備、教育経費の措置が必要である。現在、日本の

高等教育費は OECD 加盟 30 カ国中 28 位という低水準にある（資料４）。このまま医学

部学生定員の増員のみが行われた場合は、医学生の教育の質を維持することは困難で

あり、近い将来に日本の医学教育および研究、ひいては日本の医療は確実に崩壊する

と考えられる（資料５）。これを避けるためには、昭和 31 年に制定された大学設置基

準（資料６）を見直し、高等教育費を国際水準に増額することを要望する。 

 

２）医学部学生定員の増員方法に関して、メディカルスクールを設置しようとする構想

があるが、これも最終的に育成される医師の質を考えることなく、医師数の増加のみ

を安易に企図するものであり、 質の悪い医師の濫造、医師の二層構造化につながる

危険性が高い。国立大学医学部長会議はメディカルスクール構想に反対する。 

 

３）現在、本邦では基礎医学・社会医学、臨床医学のいずれの領域においても研究医の

不足が深刻な問題であり、10 年後には基盤的医学研究・教育を行う医系教員を確保

できなくなる可能性が高い。医療の質はその国の基盤的医学研究によって支えられて
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おり、後者の崩壊はその国の医療の質の低下をもたらす。一度この状況に陥れば、い

かなる措置を行ってもその回復には数十年を要する。そのような状況を回避するため

に、医学部に起点を置く研究医養成のための具体的施策を直ちに進めるべきである。 

 

４）大学病院の借入金（医学部のある 42国立大学全体で 1,003,511,324,000 円）を解

消し、また大学病院への運営費交付金の増額を要望する。本来、国立大学が法人化さ

れた時に解消すべきであった借入金を、現在、国立大学では教職員が働いた大学病院

の収入（医療費）から返済しており、国立大学法人経営の大きな足枷となっている（資

料７、８）。また各地域医療において「最後の砦」病院の役割を努める大学病院への

運営費交付金はこの６年間で 584億円から 207億円にまで減額された（資料９）。こ

れがキャッシュフローでみた場合の国立大学病院の赤字と教員（医師）の過重労働に

つながっている（資料 10）。この要望が実現すれば各大学病院は経営の健全化、医師

の増員と待遇改善、学生・研修医教育の質の向上、地域医療支援機能の拡大が見込ま

れ、医療崩壊の阻止のみならず、医学教育の質の向上にも貢献できる。 

 

５）上記の状況の根底にある低医療費政策を改め、医療費を国際水準まで引き上げるべ

きである。現在の医療崩壊の根底にある原因の一つは、日本の医療費が国際的にみて

先進国（OECD 加盟 30 カ国）の中で 21 位と低位にあるという事実にあり（資料 11）、

この事実を国民に提示し、本質に迫る政策の議論を行うべきである。医療費を先進国

並に増額しなければ医療崩壊はさらに進行すると考える。 

 

６）これらの提言は総てが関連を持っており、総てが実施されるべきである。一部のみ

の実施は効果を持たず、むしろ事態を悪化させる可能性があることを強調したい。 

 

（平成 21年８月 20 日） 







国立大学医学部長会議 

大学医学部の教育病院のあり方に関する検討委員会 

 

大学医学部の教育病院の在り方に関する検討委員会委員長 嘉山 孝正 

                               平成２１年８月 21日 

 

 

自民党マニフェストおよび民主党マニフェストへの評価 

 

「評価の基本的考え方」 

 マニフェストとは、施策実行の柱と考える。従って細かい記載はいらないが、そ

の政策の方針が具体的に明記されていなければマニフェスト；契約、約束にはなっ

ていないものと判断する。たとえば、某省庁が、「福祉のために本資金（年金）を

施設をすることができる」と記載したが、この記載に基づいて、多くの建物を創設

し、また人件費は特別会計から外し一般会計へ組み入れた事が良い例である。キイ

は「施設」と「することができる」である。従って、いくら一般論でよいといって

も、マニフェストにはキイとなる語が入っていなければ意味をなさないと考え評価

した。 

 

評価の基本方針は、国民の要求する医療に対応するために必要な事物へ焦点をあ

て、 

１，医療、教育を対象として評価する。 

２，国立大学医学部長会議が従来から主張してきた事物を基準に評価する。（資

料１） 

とした。 

 

 

評価基準 

 

１，医療崩壊の原因 

○医療費の削減を先進国とは逆行して行ってきたこと。 

○医師数の制限が社会情勢（国民の高齢化、高度医療化、国民の求める医療の質の

向上）を勘案せずに行われたこと。 

資料 １－２ 



○医療を取り巻くインフラの整備が不足していること。事務職、看護師、医療関係

技師等の絶対数の不足に対応しなかったこと。（そのため大学を含む勤務医の職

場環境の劣悪化が生じ、職場立ち去りが生じた。） 

○先進国ではあり得ない医療問題の刑事事件化等、患者と医療の不信感が無為に増

加したこと。（双方に問題があることだが、現実には、国民のためにならない医

療の萎縮が起きている。） 

 

２，教育；大学医学部の崩壊の原因 

○先進国と比較して、教育費が極端に低いこと。 

○大学病院での高度先進医療開発実施に対して充分な処遇を行ってこなかったこ

と。 

○卒後研修制度が原因で基礎研究が大きく崩壊していること。 

○大学病院での業務内容が増加したにもかかわらず、法人化に伴う種々の運営費交

付金の削減が起きたこと。 

○病院施設、機器を国への借入金としたこと。（高度先進医療を行っているにもか

かわらず、大学へその負担を負わせたこと。） 

○医学部定員増で学生が増えているにもかかわらず、公務員定員削減政策の影響で

反対に教員、職員の定員が減少していること。 

 

 

評価結果 

 

１，自民党マニフェストへの評価 

 

【医療】 

①産科や救急へのプラス改訂実施とは謳っているが、医療費に対する根本的な考え

方が見えない。医療費削減方針の閣議決定を外す等の記載がなされなければ、

益々医療の崩壊が起きることになる。 

②医師確保では、700 人の増加を実施したとしている。もとより国民の納得する医

療の質を担保する医師数を予測することは困難ではあるが、ある基準をもとに目

標数を明記しなければマニフェストとはいえない。舛添ビジョンの数値目標をな

ぜ入れなかったのか、疑問が残る。 

③医療を取り巻くインフラ整備が何も語られていない。 

④医療安全に関する記載が全くない。 

 

 



【教育】 

①高等教育費が先進国で最下位に近い事物を認識していない。 

②医学教育の充実を謳ってはいるが、具体性が見えない。たとえば、教官定員の増

加等が記載されていれば医学教育の充実につながると考える。 

③臨床研修制度の見直しを謳っていることは、評価できる。しかし、何を持って見

直すかを記載しなければ、適切な見直しができないと考える。 

④大学病院の医療体制整備を謳っていることは評価できる。しかし、そこに働く教

員、事務職員、看護師等の職場環境改善こそが最も大切な事物であり、何をもっ

て医療体制の整備をするのかを明記すべきである。 

⑤国立大学病院の国への借入金が健全な大学病院の運営を妨げていることは周知

であるにもかかわらず、その記載がない。マニフェストとは政策の具体化の工程

であるべきである。 

 

「まとめ」 

具体的政策が明記されておらず、また、従来からの国立大学医学部長会議の意見

が全く反映されていない。特に、医療に関しては医療崩壊を止める施策が見えない

事は、残念である。医学教育に関しても、医学研究の崩壊への危機感が感じられな

い事は大変遺憾である。 

 

 

２，民主党マニフェストへの評価 

 

【医療】 

①医療費の根本的な考えである「骨太の方針 2006」を撤回するとの記載があり、医

療崩壊の原因を把握していることが見える。総医療費を決めるのに国際基準を使

用して目標値を記載しており、さらに、社会保障費 2,200億円削減を撤回すると

していることは、大いに評価できる。 

②医師の確保に関して、国際基準を使用したうえで増員数を明記してあり評価でき

る。 

③医療を取り巻くインフラ整備についても重点政策として位置づけられており評

価できる。 

④医療安全に関しては医療メディエーターの設置を謳っており評価できるが、現在

医療の現場での最も律速の問題は、法律である。医師法 21 条と刑法 211 条につ

いてまで細かく記載する必要はないが、少なくとも法的な問題を視野に入れた文

言は必要と考える。 

 無過失保証制度を全分野に拡大するとしていることは、医療の不確実性を理解



していることが分かり大いに評価できる。 

 

 

【教育】 

①高等教育費を含む教育費の基準を国際基準（OECD の基準 GDP の 3.4%から 5.0%以

上に増額―約 2兆円）で算定していることは大いに評価できる。 

②医師増員で最も問題なことは、医学教育の質の保証である。「医師養成・協力機

関等」を財政的支援の対象としているとしているが、この表現は曖昧で、私学を

含む現存 80 大学医学部の財政支援；教員数、事務職員数の増員；と明記すべき

である。この協力機関をメディカルスクールとしているならば、医療崩壊が必ず

起きることは、戦前に医学専門学校を創設しその後、種々の問題を起こした歴史

に学んでいないといえる。メディカルスクールは現在の日本の社会構造では、医

療の質を担保した教育はできない（米国の社会基盤なら良いが）。 

③医学基礎研究の崩壊を起こしている原因は、一般医のみで成り立っていない医学

医療が、新診療研修医制度によって一般医養成が強制された結果、ゆがめられた

ためであり、同制度の見直しを記載してあることは評価できる。 

④大学病院の医療体制整備を謳っていることは評価できる。しかも、そこに働く教

員、事務職員、看護師等の職場環境改善が最も大切な事物として位置付けられて

おり、さらに、運営費交付金の増額も健全な大学病院運営に必須なものであり、

大いに評価できる。更に、特定機能病院の医療費を、１点を１２円にする等の具

体策があれば更に評価できる。 

⑤国立大学病院の国への借入金に関する問題対応への記載がないことは、大いに遺

憾である。 

 

 

「まとめ」 

医療に関しては、かなり現場の問題点を把握しており、具体的な政策が盛り込ま

れている。国民が納得する医療が実現できる可能性を感じさせるマニフェストにな

っている。 

教育に関しては、現場の問題、すなわち基礎研究の崩壊や高度先進医療の衰退傾

向といった問題が理解される。さらに、運営費交付金や教育費の問題を、国際基準

をもとに具体的に提言しており、大いに評価できる。 

 























大学病院経営の現状に関する報告書 
 

      国立大学医学部長会議 
      大学病院の在り方委員会 
     
 大学病院の医療の使命は高度先進医療を施行することで、各地域の医療にお

ける「最後の砦」病院の役割を担っています。国立大学協会が調査した結果で

も、難易度を５段階に分けた医療困難例の殆どを大学病院が行っています。こ

の中には救急や新しい抗がん剤や先進医療機器を用いた医療があり、現在の医

療費の仕組みでは不採算になります。そのために国立大学病院では、運営費交

付金が文部科学省から概算要求として配分されております。しかし大学諸学部

での教育の建物や機材は国家事業として国が経費を賄ってくれますが、奇妙な

事に病院での施設や機材は借金として位置づけられ、一割を国が九割を各国立

大学の教員、看護師、事務職員が働いた医療費の中から返済しています。その

ため各国立大学病院は毎年 50 億円から 10 億円の幅で病院医療費の収入から支

払っているのです。法人化前は、このような仕組みでも何とか年度末の補正予

算で所謂キャッシュフローは問題ありませんでした。私学や公立大学病院は、

経営の仕方がまちまちで、授業料や入学金が異なり、また、大都会にあること

が多いのでここでは、地方医療の最後の砦である国立大学病院について記しま

す。 
 平成 16 年度から国立大学が法人化されました。このときに各大学は６年計画

の中期計画を出させられました。同時に、大学の運営費交付金の１％が毎年減

額されることが決められました。更に大学病院の運営費交付金は２％相当分が

減額になったのです。平成１６年度に大学病院の運営費交付金が全体で 584 億

円だった物がこの６年間で 207 億円にまで減額されました（資料 A）。実に６年

間で運営費が三分の一になったのです。一般企業では倒産の事態です。これを

何とか持たせたのは、各大学病院の教員（医師）の献身的努力によるもので、

労働基準法に抵触するほどの診療労働によって手術件数を増加させ在院日数を

減らし、営利中心の運営を行ったからです。その結果は教員（医師）の疲弊に

つながりました。加えて国立大学医学部や病院の教員（医師）の処遇は高等学

校の先生より低く、全ての医師の中で最も低い事も教員（医師）の疲弊に拍車

をかけました。その結果、各大学での研究力が大幅に低下し、研究論文数の減

少となって現れました。医療の質はその国の研究力によって支えられており、

後者の崩壊はその国の医療の質の低下をもたらします。一度この状況に陥れば、

いかなる措置を行ってもその回復には数十年を要します。このままでは、日本

の医療は世界から取り残された物になりかねません。 

資料 10 



 加えて、国民に高度先進医療を提供している国立大学病院の施設費や機材費

の借金の問題があります。42 国立大学病院全体では最大借金の東京大学の約

600 億円をはじめ計一兆円の借金になっています（資料 B、C）。この借金は、

教職員が働かなかったからできたのではなく、前述のように構造上できた借金

です。これは法人化時点で、ゼロにしてスタートすべき性質のものでした。し

かし現実には、前述したようにそれを教職員が働いて毎年数十億円を返済して

いるのです。その上、毎年 2200 億円の医療費の減額は病院収入を圧迫し、大学

病院教職員の過重労働となって現れているのです。分かっているだけでも３大

学が労働基準法違反として勧告を受けている状態です。実際、国立大学病院の

キャッシュフローでみた場合、平成 19 年度は 42 国立大学病院中 28 大学、平成

20 年度は 30 病院が赤字です。平成 21 年度は 33 病院、赤字総額は 150 億円強

になる見込みです。42 国立大学病院全体での病院収入は平成 19 年度で 7392 億

円ですから、150 億円は極めて大きな額といえます。 
 さらに、国が医師不足を認めて昨年から始まった医学部学生定員増は、国家

公務員総定員削減策と同時に行われました。学生数が増えているのにもかかわ

らず、教員や事務職員数はかえって減員されており、もはや大学医学部および

附属病院は崩壊を起こしています。 
 このように法人化後の６年間で、運営費交付金が三分の一に減額され、数十

億円の借金の返済はそのままで、教員、事務職員が減員され、医療費抑制策が

続き、医学部学生定員増となりました。そして現実の問題として約８割の国立

大学病院が赤字になっているのです。これまで一県一医科大学構想によって地

方の医療レベルは高く保たれてきました。その国立大学が旨く機能しなければ、

日本の医療は医学教育、研究も含め破綻します。そして一度そのような状況に

陥れば、いかなる措置を行ってもその回復には数十年を要すると考えられます。 
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